
質
問

財
政
調
整
基
金
に
つ
い

て
、
平
成
二
十
二
年
度
に
十
億

円
の
積
み
立
て
を
行
う
と
し
て

い
る
が
、
そ
の
理
由
と
基
金
運

用
に
当
た
っ
て
の
基
本
的
な
考

え
方
に
つ
い
て
聞
き
た
い
。

答
弁

二
十
二
年
度
の
歳
入
に

に
つ
い
て
は
、
収
益
増
と
な
っ

た
法
人
が
多
く
あ
っ
た
こ
と
か

ら
、
法
人
市
民
税
の
税
収
見
込

み
が
、
当
初
予
算
と
の
比
較
で

約
十
三
億
円
の
増
と
な
る
一
方
、

歳
出
に
つ
い
て
は
、
経
費
の
節

減
に
努
め
た
こ
と
で
、
補
正
予

算
で
総
額
七
億
二
千
万
円
の
減

額
を
行
う
こ
と
が
で
き
た
。

こ
の
歳
入
増
と
歳
出
削
減
の

結
果
、
二
十
二
年
度
当
初
予
算

に
計
上
し
た
財
政
調
整
基
金
八

億
円
は
取
り
崩
す
こ
と
な
く
、

さ
ら
に
、
十
億
円
の
財
源
確
保

が
で
き
る
見
込
み
と
な
っ
た
こ

と
か
ら
、
今
後
の
財
政
需
要
や

財
源
不
足
に
対
応
す
る
た
め
、

基
金
に
積
み
立
て
る
こ
と
と
し

た
。

こ
の
基
金
は
、
年
度
間
の
財

政
の
不
均
衡
を
調
整
す
る
た
め

に
積
み
立
て
て
い
る
も
の
で
、

条
例
の
規
定
に
よ
り
、
著
し
い

経
済
変
動
や
災
害
時
の
財
源
不

足
へ
の
備
え
、
緊
急
的
な
大
規

模
建
設
事
業
な
ど
の
財
源
と
し

て
取
り
崩
し
が
で
き
る
と
さ
れ

て
い
る
。

基
金
の
取
り
崩
し
に
つ
い
て

は
、
今
後
の
経
済
環
境
の
変
化

に
よ
り
、
市
税
を
初
め
と
す
る

歳
入
が
減
少
し
、
事
業
実
施
に

当
た
っ
て
の
財
源
不
足
も
予
想

さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
既
存
事
業

の
見
直
し
や
さ
ら
な
る
経
費
の

節
減
に
よ
る
歳
出
の
削
減
を
図

り
な
が
ら
も
、
必
要
な
行
政
水

準
を
確
保
す
る
た
め
の
緊
急
的

な
対
応
と
し
て
、
条
例
の
規
定

の
範
囲
で
対
応
し
て
い
き
た
い

と
考
え
て
い
る
。

ー
に
登
録
す
る
市
民
活
動
団
体

は
年
々
増
加
し
て
お
り
、
現
在

の
登
録
は
四
百
を
超
え
て
い
る
。

市
民
活
動
団
体
は
、
新
し
い

公
共
の
担
い
手
と
し
て
期
待
さ

れ
る
こ
と
か
ら
、
新
た
な
活
動

の
場
や
作
業
ス
ペ
ー
ス
の
確
保

な
ど
、
環
境
の
整
備
が
必
要
で

あ
る
と
考
え
て
い
る
。

こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、
十
三

地
区
全
体
に
お
け
る
市
民
活
動

の
活
性
化
を
目
指
し
、
拠
点
施

設
と
な
る
市
民
活
動
推
進
セ
ン

タ
ー
の
分
館
を
北
部
方
面
に
整

備
す
る
こ
と
の
検
討
を
進
め
て

い
く
。

具
体
的
に
は
、
平
成
二
十
三

年
度
か
ら
の
二
カ
年
で
市
民
活

動
推
進
委
員
会
に
お
い
て
、
市

民
活
動
支
援
施
設
の
あ
り
方
及

び
設
置
等
に
つ
い
て
の
検
討
を

行
い
、
二
十
五
年
度
後
半
を
目

途
に
分
館
設
置
が
で
き
る
よ
う

進
め
て
い
き
た
い
。
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問問 主主なな質質問問とと答答弁弁
２月定例会中の代表質問は、３月１日、

２日、３日の３日間にわたって行われまし
た。今回の質問者は８人で、市長の政治姿
勢、環境、福祉、都市整備、教育などにつ
いて、市の考えをただしました。

質
問

国
が
示
し
た
地
域
主
権

質
問

市
民
活
動
が
活
発
に
な

る
中
、
新
た
に
市
内
北
部
方
面

へ
の
市
民
活
動
推
進
セ
ン
タ
ー

の
分
館
設
置
を
検
討
し
て
い
る

と
の
こ
と
だ
が
、
具
体
的
な
ス

ケ
ジ
ュ
ー
ル
等
、
今
後
の
見
通

し
に
つ
い
て
聞
き
た
い
。

答
弁

市
民
活
動
推
進
セ
ン
タ

市民活動団体を支援する拠点＝市民活動推進センター

公
共
資
産
の
有
効
活
用

財
源
確
保
へ
向
け
検
討

市
の
掲
げ
る
地
域
分
権

地
域
主
権
と
の
違
い
は

戦
略
大
綱
に
は
、
地
域
住
民
み

ず
か
ら
の
判
断
と
責
任
に
お
い

て
地
域
の
諸
課
題
に
取
り
組
む

こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ

と
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
が
、

こ
の
地
域
主
権
と
本
市
が
掲
げ

て
い
る
地
域
分
権
の
考
え
方
は
、

ど
こ
が
異
な
り
、
ど
こ
が
同
じ

な
の
か
聞
き
た
い
。

答
弁

国
は
、
地
域
主
権
戦
略

大
綱
の
中
で
、
住
民
に
身
近
な

行
政
は
で
き
る
限
り
地
方
公
共

団
体
に
ゆ
だ
ね
る
こ
と
を
基
本

と
し
、
基
礎
自
治
体
（
市
町
村
）

が
広
く
事
務
事
業
を
担
い
、
基

礎
自
治
体
が
担
え
な
い
事
務
事

業
は
広
域
自
治
体（
都
道
府
県
）

が
担
い
、
国
は
広
域
自
治
体
が

担
え
な
い
事
務
事
業
を
担
う
こ

と
で
、
本
来
果
た
す
べ
き
役
割

を
重
点
的
に
担
っ
て
い
く
と
し

て
い
る
。
中
で
も
、
住
民
に
よ

り
身
近
な
基
礎
自
治
体
を
重
視

し
、
地
域
に
お
け
る
行
政
の
中

心
的
な
役
割
を
担
う
も
の
と
位

置
づ
け
、
ま
た
、
地
域
主
権
は
、

地
域
主
権
改
革
の
根
底
を
な
す

理
念
と
し
て
掲
げ
て
い
る
も
の

で
あ
る
と
し
て
い
る
。

一
方
、
本
市
で
は
、
地
域
分

権
及
び
地
域
経
営
の
推
進
に
関

す
る
条
例
に
お
い
て
、
市
の
権

限
と
予
算
な
ど
を
市
民
セ
ン
タ

ー
・
公
民
館
に
分
散
す
る
市
内

分
権
と
、
地
域
経
営
会
議
と
市

民
セ
ン
タ
ー
・
公
民
館
が
連
携

し
て
地
域
の
目
指
す
方
向
を
明

ら
か
に
し
、
自
助
、
共
助
、
公

助
に
よ
っ
て
地
域
づ
く
り
を
進

め
る
地
域
内
分
権
を
総
称
し
て

地
域
分
権
と
定
義
し
て
い
る
。

本
市
の
地
域
分
権
は
、
地
域

主
体
の
ま
ち
づ
く
り
を
市
民
、

地
域
と
行
政
が
連
携
・
協
働
し

て
進
め
て
い
く
仕
組
み
で
あ
り
、

基
本
的
に
は
市
独
自
の
も
の
と

考
え
て
い
る
。

質
問

新
総
合
計
画
で
は
、
公

共
資
産
の
有
効
活
用
の
推
進
が

掲
げ
ら
れ
て
い
る
が
、
現
在
、

ど
の
よ
う
な
議
論
や
検
討
が
さ

れ
て
い
る
の
か
。

ま
た
、
市
や
土
地
開
発
公
社

等
が
保
有
し
て
い
る
遊
休
地
に

つ
い
て
は
、
特
別
養
護
老
人
ホ

ー
ム
や
保
育
所
な
ど
、
市
民
が

不
足
し
て
い
る
と
感
じ
て
い
る

施
設
の
用
地
と
し
て
有
効
に
活

用
す
べ
き
と
考
え
る
が
、
市
の

見
解
を
聞
き
た
い
。

答
弁

本
市
の
逼
迫
し
た
財
政

状
況
を
踏
ま
え
、
財
源
の
確
保

等
に
向
け
て
、
市
や
土
地
開
発

公
社
、
開
発
経
営
公
社
が
保
有

す
る
土
地
や
建
物
の
有
効
活
用

方
策
の
検
討
を
目
的
と
し
て
、

公
有
地
等
活
用
検
討
委
員
会
を

設
置
し
て
い
る
。

こ
の
委
員
会
で
は
、
①
売
却

可
能
な
公
有
地
等
の
調
査
・
選

定
・
売
却
方
法
②
期
限
つ
き
で

有
効
活
用
を
す
る
こ
と
が
可
能

な
公
有
地
等
の
調
査
・
選
定
・

活
用
方
策
③
公
有
地
等
の
有
効

活
用
方
策

―
な
ど
に
つ
い
て
、

調
査
検
討
を
行
っ
て
い
る
。

現
在
で
は
、
遊
休
地
や
未
利

用
地
に
つ
い
て
は
、
基
本
的
に

は
売
却
と
す
る
ほ
か
、
公
共
施

設
の
ス
ク
ラ
ッ
プ
・
ア
ン
ド
・

ビ
ル
ド
に
よ
り
生
み
出
さ
れ
る

敷
地
や
、
施
設
の
複
合
利
用
に

よ
り
生
み
出
さ
れ
る
床
の
一
部

を
民
間
等
へ
賃
貸
す
る
こ
と
で
、

安
定
し
た
収
入
を
得
る
と
い
う

こ
と
を
検
討
し
て
い
る
。

少
子
高
齢
化
を
背
景
と
し
た

市
民
ニ
ー
ズ
に
こ
た
え
る
た
め
、

事
業
の
緊
急
性
、
必
要
性
な
ど

に
か
ん
が
み
、
総
合
的
に
判
断

を
す
る
中
で
、
市
民
が
不
足
と

感
じ
て
い
る
施
設
等
を
運
営
す

る
社
会
福
祉
法
人
等
へ
の
土
地

の
貸
し
付
け
に
つ
い
て
も
、
今

後
検
討
し
て
い
き
た
い
。

北部方面に分館設置を検討

市民活動の活性化を目指す

市民活動推進センター

質
問

藤
沢
市
地
域
分
権
と
地

域
経
営
の
推
進
に
関
す
る
条
例

に
は
、
地
域
経
営
会
議
の
役
割

が
規
定
さ
れ
て
い
る
が
、
具
体

的
に
は
ど
の
よ
う
な
活
動
を
期

待
し
て
い
る
の
か
、
見
解
を
聞

き
た
い
。

答
弁

地
域
経
営
会
議
は
、
市

民
セ
ン
タ
ー
・
公
民
館
と
連
携

し
、
地
域
住
民
や
公
共
的
団
体

と
の
意
見
交
換
等
を
通
じ
、
地

域
の
あ
り
方
や
将
来
の
地
域
づ

く
り
の
方
向
性
な
ど
に
つ
い
て

の
意
見
集
約
を
行
い
、
課
題
解

決
に
向
け
た
意
思
決
定
と
地
域

の
特
性
に
応
じ
た
永
続
的
な
ま

ち
づ
く
り
を
進
め
る
こ
と
を
役

割
と
し
て
い
る
。

具
体
的
に
は
、
地
域
経
営
会

議
及
び
市
民
セ
ン
タ
ー
・
公
民

館
は
、
市
民
や
公
共
的
団
体
と

連
携
し
、
自
主
的
な
地
域
の
ま

ち
づ
く
り
と
新
総
合
計
画
の
基

本
構
想
に
基
づ
く
地
域
の
ま
ち

づ
く
り
に
取
り
組
ん
で
も
ら
う

こ
と
等
を
想
定
し
て
い
る
。

ま
た
、
地
域
経
営
会
議
は
、

条
例
で
掲
げ
て
い
る
目
的
を
達

成
す
る
た
め
、
市
長
に
対
し
意

見
・
要
望
の
提
出
や
提
言
を
行

い
、
市
長
は
、
そ
れ
ら
を
予
算

や
施
策
へ
反
映
さ
せ
る
こ
と
に

よ
り
、
互
い
に
地
域
づ
く
り
を

進
め
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
る
。

こ
の
こ
と
に
よ
り
、
市
内
十

三
地
区
の
そ
れ
ぞ
れ
の
個
性
や

特
性
を
生
か
し
た
市
民
目
線
に

よ
る
地
域
主
体
の
ま
ち
づ
く
り

活
動
を
期
待
す
る
も
の
で
あ
る
。

地
域
経
営
会
議
の
役
割

期
待
さ
れ
る
活
動
は

緊
急
時
の
財
政
需
要
に
備
え
10
億
円
を
積
み
立
て

著
し
い
経
済
変
動
や
災
害
時
の
財
源
確
保
を
図
る

財
政
調
整
基
金

１　市長の政治姿勢について
２　安全・安心のまちづくりについて
３　産業・観光について
４　環境施策について
５　生涯学習施策について
６　本市の財政状況について
７　教育施策について
８　都市計画について

ふじさわ自民・無所属の会
１　市長の政治姿勢について
２　市民の力が育てる生活充実都市について
３　地域から地球に拡がる環境行動都市に
ついて

４　さらなる可能性を追求する創造発信都
市について

５　１３地区ごとの特色あるまちづくりにつ
いて

さつき会
１　いまも未来も住み続けたいまち「湘南ふじさ
わ」について

２　「藤沢のこどもたち」を育む環境の充実につ
いて

３　高齢期も安心して暮らせる藤沢のまちについて
４　障がいを支え合う温かな藤沢のまちについて
５　市民の健康を守る保健医療の充実について
６　安全で安心して暮らせる藤沢のまちについて
７　地域経済の活力と発展について
８　命を育む地球の環境保全について

藤沢市公明党

１　市長の政治姿勢について

かわせみ会
１　市長の政治姿勢について
２　新総合計画について

自由松風会
１　住民自治と公共のあり方について問う
２　市民のいのち・健康・くらしを守ることにつ
いて

３　子どもたちの発達を保障する教育環境整備と
子育て支援策の拡充を

４　地元中小業者と農漁業の振興策を拡大し、地
域経済の活性化を

５　憲法９条を生かし、平和で爆音がない藤沢を
６　大型開発はやめ、市民の福祉・医療・くらし
優先に税金の使い方を切り替えることについ
て

日本共産党藤沢市議会議員団
１　市長の政治姿勢について

藤沢民主党


